
教 育 職 員 免 許 状 申 請 添 付 票（特別支援教育領域の追加の定め申請用） 

№    

 栃木県教育委員会   ／    教 育 事 務 所 長 市 町 教 育 委 員 会 

学校（園）長経由欄 
郵   送 

直接（返信用封筒不要） 
 
             申請項目   
  提出書類 

① 
特別支援学校教諭免許状の特別支援教育
領域の追加の申請 

② 
検定による特別支援学校教諭免許状の
特別支援教育領域の追加の申請 

1   免許状授与申請書 (別記様式第１号) ○ ○ 

2  免許状検定申請書 (別記様式第５号)  ○ 

3  学力に関する証明書 ○ ○ 

4  宣 誓 書 (別記様式第２号) ○ ○ 

5  履 歴 書 (別記様式第３号) ○ ○ 

6  実務に関する証明書   ○ 

7  人物に関する証明書   ○ 

8  身体に関する証明書   ○ 

9 領域を追加する特別支援学校職員免許状 ○ ○ 

10 免許状更新講習（修了）(履修)証明書 △必要があるとき △必要があるとき 

○ 提出書類に記載された氏名又は本籍と、現在の氏名又は本籍が異なるときは、戸籍抄本を提出すること。 
○ 直接県教育委員会に申請する者が、申請した免許状の郵送を希望するときは、あて名を明記し、切手４６０円分（申請免許状
３枚以下）又は切手５３０円分（申請免許状６枚以下）を貼付した角形２号以上の封筒を提出すること。 

 ＊ 太枠の中のみ記入すること 

申   請   免   許   状 
根 拠 法 令 特別支援教育 そ の 他 

種         類 領  域 

特別支援学校教諭      免許状     

     

     

     

（ふりがな） 
 

 

本 籍 （☐都☐道☐府☐県） 

氏 名 生 年 月 日 ☐昭和 ☐平成    年   月   日生 

単 位 を 修 得 

し た 学 校 ・ 

機関・講習等 

 

①  

②  

③  

      

種     類 領   域 授与権者 免許番号 授 与 年 月 日 備 考 

特別支援学校教諭 専修・１種・２種 免許状 視・聴・知・肢・病   
昭和・平成・令和  年 

 月  日 

在職  年 

以上 

特別支援学校教諭 専修・１種・２種 免許状 視・聴・知・肢・病   
昭和・平成・令和  年 

 月  日 

在職  年 

以上 

特別支援学校教諭 専修・１種・２種 免許状 視・聴・知・肢・病   
昭和・平成・令和  年 

 月  日 

在職  年 

以上 

 

 

大学は「○○大学」、大学院は「○○大学大学
院」、認定講習は「免許法認定講習（○○県教
育委員会）」「免許法認定講習（○○大学）」、
公開講座は「免許法認定公開講座（○○大学）」
のように記入すること。 



別記様式第１号（第７条－第13条関係） 

免 許 状 授 与 申 請 書 

令和    年    月    日 

栃 木 県 教 育 委 員 会 様 

本   籍       （☐都☐道☐府☐県） 
  

（ふりがな）  
氏   名   

☐昭和  ☐平成    年    月    日生 

１ 免許状の種類 ２ 教 科 等 

                                    

                                    

                                    

 

私は、上記の教育職員免許状を授与していただきたいので、別紙必要書類を添えて申請します。 

 
栃 木 県 収 入 証 紙 

貼 付 

 

授与手数料 

普通免許状 ３，３００円 

臨時免許状 １，７００円 

 

 栃 木 県 収 入 証 紙 

貼 付 

 

授与手数料 

普通免許状 ３，３００円 

臨時免許状 １，７００円 

 

 栃 木 県 収 入 証 紙 

貼 付 

 

授与手数料 

普通免許状 ３，３００円 

臨時免許状 １，７００円 

 

 

       

免許状の種類は、「中学校教諭一種」「特別支援学校助教諭臨時」のように記入すること。 

教科等は、中学校・高等学校の教員の免許状の教科又は特別支援学校教員の免許状の特別支援教育領域を記入

すること。 



別記様式第２号（第７条―第14条関係） 

宣 誓 書（現職の主幹教諭、指導教諭及び教諭は提出省略可） 

私は、教育職員免許法第５条第１項第３号から第６号までに規定する者に該当しないことを宣誓します。 

令和    年    月    日           

 氏  名 

（本人が署名すること。） 

付 記 

教育職員免許法第５条第１項 
第３号 禁錮以上の刑に処せられた者 
第４号 第10条第１項第２号又は第３号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効の日から３年を経過し

ない者 
第５号 第11条第１項から第３項までの規定により免許状取上げの処分を受け、当該処分の日から３年を経過しない者 
第６号 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党

その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

別記様式第３号（第７条―第14条、第17条関係）（表 面） 

 履 歴 書 
（ふりがな）  

生年月日 ☐昭和 ☐平成   年   月   日生 
氏 名  

本 籍 

(外国人

は国籍) 

 

（☐都☐道☐府☐県） 

現 住 所 

〒  

 

TEL  

身上事項 

旧氏名 

      

旧本籍（都道府県まで） 

         （☐昭和☐平成☐令和    年   月   日異動） 

勤務校名       現に学校、幼稚園、幼保連携型認定こども園に在職する者のみ記入する 

教員免許、 

（臨時免許

状を含む） 

資 格 等 

教員免許の有無 種   類  （教科等） 番 号 授 与 年 月 日 授与権者 備 考 

☐ 有  

☐ 無 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

学 歴 

(高等学校

から記入) 

学 校 、 学 科 等 名 在 学 期 間 

      
☐昭和☐平成☐令和     年     月     日入学 

☐昭和☐平成☐令和     年     月     日卒業 

      
☐昭和☐平成☐令和     年     月     日入学 

☐昭和☐平成☐令和     年     月     日卒業 

      
☐昭和☐平成☐令和     年     月     日入学 

☐昭和☐平成☐令和     年     月     日卒業 

      
☐昭和☐平成☐令和     年     月     日入学 

☐昭和☐平成☐令和     年     月     日卒業 

職

歴 

年 月 日 

（和暦で表記） 
事 項 （教職歴は辞令どおり（給与は省略）記入） 備 考 

                  

                  

上記の事項は、事実と相違ありません。 

令和    年    月    日           

本人氏名 

(本人が署名すること。) 

職歴の記載が表面の枠数で不足するときは、裏面に記載すること。 



（裏 面） 

職

歴 

年 月 日 

（和暦で表記） 
事 項 （教職歴は辞令どおり（給与は省略）記入） 備 考 

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

上記の事項は、事実と相違ありません。 

令和    年    月    日 

本人氏名 

(本人が署名すること。) 

 職歴の記載が表面・裏面の枠数で不足するときは、裏面をさらに複写したものに記載すること。 


